Age-Period-Cohortモデルによる日本の気分障害の流行分析 by 澤地 和宏
Age-Period-Cohort Analysis for the Prevalence




主  論  文  の  要  約  
Age-Period-Cohort Analysis for the Prevalence of Mood Disorder  in Japan  
（Age-Period-Cohort モデルによる日本の気分障害の流行分析）                                 
                   東京女子医科大学大学院  
社会医学系専攻衛生学公衆衛生学（二）分野  
（指導：山口直人教授）  
                     澤地  和宏  





て重要な役割をしているかを検討する。                 
【対象および方法】  
厚生労働省の患者調査から 1975 年から 2011 年の気分障害の男女別外来患者
数を用いて APC 分析を試みた。分析に用いるデータを 15-17 歳から 81-83
歳までの 3 年区分の Lexis diagram を作成した。APC 分析は Holford モデル
により実施し、 R3.0.1（ R Foundation for Statistical  Computing, Vienna,  
Austria）を用いて実施した。APC 分析の対象となるデータには 1990 年、1993
年の性別年齢別データを欠いたものである為、それら受療率を 1975 年から
1987 年のデータから性別年齢別に検証した。1990 年、1993 年のデータ欠損
期間には F41.9 不安障害、F29 詳細不明の非器質性精神病、F45.8 その他の
身体表現性障害、F48.8 その他の明示された神経症性障害を主に含む受療率
が性別年齢別に取得可能である。また、1975 年から 1987 年では上記のすべ
てのデータがあり、且つ分割可能であることから 1987 年までのデータの過
去 4 回分の差の平均値を用い 1990 年、1993 年分の推計を行った。推計値に
よる APC 分析と欠損値を含む APC 分析を比較し結果の検証を実施した。  







値による APC 分析と欠損値を含む APC 分析を比較した結果、同様の結果が
得られた。  








【結  論】  
日本の気分障害患者に対する APC 分析の結果から、若年世代となるほど外来
における受診頻度が増加し、同世代内でも継続して高いことが示唆された。
一方で時代効果はコホート効果のような大きな変化がないことが示された。 
